
令 和 ３ 年 ２ 月 １ ７ 日

産 業 労 働 部

【令和３年度補正予算関連（２月１５日提案）】

産 業 政 策 課 令和３年度当初予算における

産業労働部の重点施策について···１

人格のない社団等事業継続支援事業について【新規】·２

商 業 貿 易 課 商店街・飲食店街等支援事業について【新規】······· ３

雇 用 労 働 政 策 課 雇用維持支援金給付事業について·····················４

労働移動加速化事業について【新規】················ ５

【議案（その他）関連（２月１５日提案）】

資 源 エ ネ ル ギ ー 産 業 課 公の施設の指定管理者の指定について················ ６

（議案第９３号）

令和３年第１回定例会（２月議会）

産業観光委員会・分科会 提出資料



産 業 労 働 部

ウィズ・アフターコロナ秋田ビジョンに基づく取組

４　産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備

【プロフェッショナル人材活用普及促進事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　54,228千円
 ・「プロフェッショナル人材戦略拠点」により、県内企業におけるプロフェッショナル人材の獲得や副業・兼業
　　など多様な形態による活用を支援  

第３期ふるさと秋田元気創造プランに基づく取組

○社会経済環境の変化に対応した業態転換等への支援
　【コロナ禍業態転換緊急支援事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,563千円
　　・コロナ禍における商業・サービス業者の事業継続のための業態転換を支援

○中小企業・小規模企業者の事業継続への支援
　【制度融資による資金繰り支援】　　　　　　　　　　　　　　　　　 新規融資枠685億円

 　・経営安定資金、中小企業振興資金、新事業展開資金等による中小企業の資金繰り支援
　新【商店街・飲食店街等支援事業】　　　　　　　　　　　　　　　 〔追加〕215,000千円　　

　 ・商店街・飲食店街等における消費促進や飲食店の感染予防の取組を支援 
○雇用・就業機会の確保
　新【労働移動加速化事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔追加〕 35,124千円　　

　 ・新型コロナウイルス感染症の影響で増加する離職者の慢性的な人材不足職種への誘導促進 

経済の下支えと企業の経営基盤の強化

　

　

２　中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上

 

【小規模企業者体質強化支援事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　128,909千円
 ・小規模企業者の連携等による販路開拓や生産性向上に向けた取組の支援

拡【食品事業者基盤強化事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 14,772千円
 ・食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の育成や製造環境の整備、事業拡大に向けた取組を支援

中小企業者等の経営基盤の強化・競争力の強化

３　国内外の成長市場の取り込みと投資の促進

【環日本海物流ネットワーク構築推進事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,485千円
 ・秋田港を環日本海地域における物流拠点とするため、国際コンテナ航路の維持・拡充を推進

【県内企業海外展開支援事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,202千円
 ・海外展開に取り組む企業にノウハウや商談機会の提供、初期投資への支援を実施

海外展開の推進

　　　　　　

【あきた企業立地促進助成事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,095,561千円

 ・県内に立地する企業の工場等の新増設に係る初期投資経費に対する支援

新【県・市町村立地基盤整備連携事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《制度創設》　　　　　　　　　　　　 　 　 
 ・土地造成の主体となる市町村と連携して企業誘致を進めるため立地基盤整備に要する経費を支援　　　　　　 　 　 

企業立地の促進

○ＤＸを支えるＩＣＴ人材の確保
　【ＩＣＴ人材確保・育成事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,967千円

 　・ＩＣＴ専門員の配置による首都圏大学等の県内出身学生への企業ＰＲの実施

 　 ・転職フェアへの合同出展によるＩＣＴ人材の確保に向けた支援

○ＤＸの推進を支える情報産業の強化
　【情報関連産業立地促進事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36,453千円　　　　　　

　  ・情報関連事業者の新規立地や事業拡大を支援 

○多様な分野でのＩＣＴの活用やＤＸの推進
　【ＩｏＴ等導入実践事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　1,874千円　　　　　　

　 ・県内企業におけるIoT等のトライアル導入と導入済み企業によるコンサルティングの実施

県内産業におけるＤＸの推進

【人材確保・定着推進事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,945千円
 ・多様な人材のニーズに応じた雇用・就業機会の確保、早期離職防止や職場定着に向けた支援を実施

【女性の新規就業支援事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,197千円
 ・結婚や出産等で離職し、現在積極的な就職活動を行っていない女性の就業を促進

人材確保対策の推進

　

　

１　成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成

拡【輸送機産業強化支援事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,769千円
　 ・県内企業の販路拡大支援、産業構造の変革に対する県内企業の対応状況に係る調査を実施
拡【航空機システム電動化研究・開発推進事業】　　　　　　　　　　　　　 　　　　684,920千円
　 ・本県固有の技術を起点とした新世代モーター及び応用機器とシステム設計に関する研究開発等への支援
【新世代パワーユニット中核拠点創生事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 308,484千円　　　　　　　　　　　　 　 　 
　 ・自動車・航空機産業における電動パワーユニット部品の量産受注体制の構築を支援
拡【医療福祉関連産業成長促進事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,676千円
 　・医療福祉機器等の開発や販路開拓、人材育成を支援　　　　　　　　　 　 　 
 　・県内企業が製造する感染防止に係る医療物資等の商品力強化等を支援
拡【新エネルギー産業創出・育成事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37,852千円
 　・風力発電等新エネルギー関連産業への県内企業の参入支援
 　・近年の情勢変化を踏まえた「第２期新エネルギー産業戦略」の見直し

成長分野の拡大と競争力強化

【伴走型ものづくり中核企業育成支援事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　5,370千円　　　　　　　　　　　　 　 　 

　・中核企業の更なる成長に向けたタスクフォースによる伴走支援、株式上場の機運醸成を図るセミナーの開催

新【産業基盤強化事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35,111千円
  ・産業技術センターが構築してきた先進技術等の県内企業への技術移転や人材育成　

【技術イノベーション創出・活用促進事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,500千円
  ・コロナ時代における新たな製品、サービスの事業化に向けた県内企業・大学等の研究開発を支援
　

中核企業の育成と技術イノベーションの創出

 

【あきた起業促進事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44,111千円
 ・起業家意識の醸成、起業準備、起業、起業初期の各段階における切れ目ない支援の実施

【事業承継推進サポート事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,267千円　　　　　　　　　　　　 　 　 
 ・雇用の確保や優れた技術・ノウハウ等の経営資源の円滑な承継のために中小企業が行う取組を支援

起業の促進と事業承継の推進
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人格のない社団等事業継続支援事業について【新規】

産 業 政 策 課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の拡大により、経営状況に大きな影響を受けてい

る人格のない社団等（みなし法人）の事業継続を支援し、アフターコロナを見

据えた雇用・地域経済の維持に資することを目的とする。

２ 概 要

人格のない社団等※は、法人格を有していないが、収益事業を行っている場合

は、株式会社等の法人と同様に法人税等の申告義務があり、納税もしている。

しかしながら、国の持続化給付金の対象外とされているため、支援を受けられ

ない。

こうした状況を考慮し、事業全般に広く使える支援金を支給することにより、

事業の継続を支援する。

・支給対象 収益事業を行っている人格のない社団等

・支給要件 ①令和元年以前から事業収入（売上）を得ており、今後も事業を

継続する意思があること。

②新型コロナウイルス感染症の影響等により、令和２年の事業収

入が、前年の事業収入と比較して２０％以上減少していること。

・支 給 額 令和元年の事業収入（売上）から令和２年の事業収入を差し引い

た額（上限額５００千円）

３ 予算額 ９０,９５７千円

(新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定)

内 訳 ・負担金補助及び交付金 ９０,０００千円

・広告費（広告料・委託料） ９０８千円

・事務費（需用費・通信運搬費） ４９千円

※人格のない社団等について

【定義】

法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定があるものは、法人とみな

して、本章中法人に関する規定をこれに適用する。（地方税法第１２条）

【申請が想定される人格のない社団等】

農産物直売所、食品加工所、観光協会等
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商店街・飲食店街等支援事業について【新規】

商業貿易課

１ 目 的

商店街・飲食店街等による県内消費促進の取組や、飲食店の感染対策を支援

することにより、商店街・飲食店街等の魅力向上や事業の継続を図る。

２ 概 要

（１）商店街・飲食店街等支援事業 ２００,０００千円

商店街組織や飲食店で構成される組合等が実施する消費促進及び感染予

防の取組を支援する。

・補助対象 商店街組織、飲食店街組織、飲食店で構成される組合等

・対象事業 クーポンの発行、誘客や魅力発信のためのプロモーション、

イベントの実施 等

・補 助 率 １０／１０

・限 度 額 ５,０００千円×申請者数

緊急事態宣言期間中の大規模イベント等が中止になった地域に

おいて、商工団体と連携し、広域的に事業を実施する場合には、

２,５００千円上乗せする。

（２）飲食店感染予防環境整備支援事業 １５,０００千円

飲食店が感染予防のために実施する設備導入等にかかる経費の一部を助

成する。

・補助対象 飲食店を営む小規模企業者

・対象事業 感染予防のための設備導入、施設改修、備品購入 等

・補 助 率 ２／３

・限 度 額 下限１００千円～上限３００千円

（複数店舗を有する場合は上限６００千円）

３ 予算額 ２１５,０００千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１）商店街・飲食店街等支援事業 ２００,０００千円（補助金）

（２）飲食店感染予防環境整備支援事業 １５,０００千円（補助金）
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雇用維持支援金給付事業について

雇用労働政策課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の長期化に伴い、経済情勢のさらなる悪化が懸念

される中、雇用環境の維持に努めている中小企業等を支援する。

２ 概 要

雇用調整助成金制度に係る緊急対応期間の延長（令和２年４月から令和３年

４月まで）に伴い、当該期間に助成金の支給決定を受けた中小企業等に対して

支援金を給付する。

・給付対象 中小企業及び小規模事業者

※医療法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等を含む。

・給付要件 県内に事業所を有し、緊急対応期間に係る雇用調整助成金の

支給決定を受けた中小企業等

・給 付 額 支給決定の回数（月数）に応じて給付

①１回 ・・・１０万円

②２回 ・・・２０万円

③３回以上・・・３０万円

３ 予算額 ７０,８６７千円

財源内訳 ７０,８６５千円

２千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・給付金 ６９,５００千円

・人件費 １,０２５千円

・需用費、役務費 ３４２千円
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労働移動加速化事業について【新規】

雇用労働政策課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の影響による離職者を対象として、職業訓練の拡充実施

及び就業奨励金の支給を併せて行うことにより、慢性的な人材不足職種への就業促進

を図る。

２ 概 要

（１）職業訓練 ５,０００千円

・対 象 者 異なる職種から建設関係の職種への就業を希望する者

・訓 練 科 建築技術科(鷹巣技術専門校)、電気工事技術科(大曲技術専門校)

定員各２０人

・訓練期間 各科３か月程度

（２）就業奨励金 ３０,１２４千円

・対 象 者 (１)、若しくは技術専門校、ポリテクセンター等の所定の訓練を修

了のうえ、建設又は運輸関係職種に正社員等として就業し、３か月

を経過した者

・奨 励 金 １人当たり３００千円（定額）×１００人

３ 予算額 ３５,１２４千円

(新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定)

（１）職業訓練 ５,０００千円

内 訳 ・報償費（実習企業、外部講師）１,９００千円

・需用費、役務費 ３,１００千円

（２）就業奨励金 ３０,１２４千円

内 訳 ・奨励金 ３０,０００千円

・需用費、役務費 １２４千円

＜参考＞ 事業イメージ図

  ○就業者への奨励金給付  

  ○職業訓練  ※建設職種の拡充

  ○職業能力開発支援事業（Ｒ３当初計上）
　 ※〔新規〕パソコン中級　　　〔拡充〕介護関係（実習拡充）、会計事務（期間拡大）

建設・運輸職種限定

(新)労働移動加速化事業
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公の施設の指定管理者の指定について
（議案第９３号）

資源エネルギー産業課

１ 申請団体及び候補者選定団体

対 象 施 設 申請団体及び候補者選定団体

秋田県金属鉱業研修技術センター 小坂まちづくり株式会社

２ 選定委員会の開催

○令和３年２月１日

産業労働部指定管理者の候補者選定委員会

○選定委員

氏 名 所 属 職 名 等 備 考

佐 藤 徹 秋田県産業労働部 次 長 委 員 長
秋田県立大学

朴 元 熙 システム科学技術学部 教 授 外部委員
秋田労働局職業安定部

齊 藤 勉 職業対策課 課 長 外部委員

菅 原 徹 菅原徹税理士事務所 税 理 士 外部委員
参 事

阿 部 泰 久 秋田県産業労働部 ( 兼 )資源エネ 内部委員
ルギー産業課長

３ 審査結果の概要

申請団体については、指定管理者の候補者としての適格性を有していると判断された。

①評点
県民の平等 設置目的の 効率的な 適正・確実 その他設置目的 合 計
利用の確保 効果的達成 管理 な管理能力 等に応じた基準

(満点30点) (満点20点) (満点30点) (満点20点) (満点100点)

小坂まちづくり
株式会社 ○ 25.0 14.4 25.5 16.8 81.7

②選定委員会での主な意見
○ 小坂まちづくり株式会社は、金属鉱業研修技術センターのエコタウンセンター活
動と小坂町及び近隣の観光資源を連携させる「環境産業観光の統一プラットフォー
ム」というコンセプトで、同社が運営する観光施設と連携させ、イベントの企画や
インターネット等の積極的な活用により集客アップを目指す内容となっており、実
現性が高い提案である。

○ 現指定管理者から従業員を引き継ぐ等、地域の雇用促進への貢献も認められる。
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